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記 者 発 表 資 料 

平成２３年 ３月２５日 

所 属 企画部人事課 

担 当 係長：渋谷、係：土川 

連絡先 内線２５２ 

 

平成２３年４月１日付 人事異動について 

 

◎異動規模（昇格、新採を含む） 

 （前  年）  過去の規模 

部長級（技監を含む） １６人 （８人） 平成  

課長級 ３９人 （５６人） １８年 ５１１人 

主幹 ４人 （４人） １９年 ６１３人 

課長補佐・係長級 １５１人 （１３４人） ２０年 ５９４人 

＜小計＞ ＜２１０人＞ ＜２０２人＞ ２１年 ５６６人 

主査以下 ４１５人 （４１２人） ２２年 ６１４人 

計 ６２５人 （６１４人） 

 

 

異動総数は６２５人で、前年度の６１４人を１１人上回るが、合併以降の５年間

において同程度の人事異動である。 

異動にあたっては、効率的な行政運営を主眼として、適材適所の人事配置を実施

した。 

本年３月末には、部課長級を含む多数の職員が退職を迎えるが、退職者の補充に

ついては必要最小限にとどめ、配置人数の見直し、事務の合理化等により、効率的

な行政運営に努めた。 

一方、新たな行政課題や多様化する市民ニーズに対応するため、子育て支援、発

達障がい児支援等の施策の推進には重点的に職員を配置するとともに、岐阜国体に

向けても体制の強化を図った。 

また、市民病院については、地域の拠点病院として、よりきめ細やかな診療や看

護体制の充実等を図るため、医師、看護師等医療スタッフを増員した。 

幹部職員の異動については、部長級の昇格者は９人（内、病院５人）、異動等は

７人で、計１６人であり、その他の幹部職員については、必要最小限の異動とした。 

女性の登用については、課長級で幼保園長・保育園長・幼稚園長、医長など５

人を昇格登用した。 
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◎主な内容 

 

① 国、県などとの人事交流（教員の派遣・割愛職員を含む）を除き、平成２３年

３月３１日付退職者は、総数１０１人（前年１４４人）で、うち幹部職員は２１

人（前年３５人）である。 

 

 

② 国、県などとの人事交流を除いた平成２３年４月１日付採用者は、医師・看護

師を含む市民病院職員１１１人、一般事務２９人、土木４人、保育士・幼稚園教

諭２０人、清掃・工務員３人、調理員１人の計１６８人である。 

 

 

 ③ 主な重点配置 

   ・子育て支援施策の充実 

     １０月に設置した子育て総合支援センターに事務職を増員 

 

   ・発達障がい児の支援体制の構築 

     関係機関が連携し、一貫・継続した支援を構築するため、社会福祉課に教

員と保育士を配置。また、専門知識を習得するために、実務研修として保

健師と保育士を岐阜県発達支援センターのぞみへ派遣 

 

   ・岐阜国体に向けての体制強化 

     国体推進室に事務職を増員 

 

   ・市民病院の充実（主な職種） 

     医師３人、看護師２０人、理学療法士５人を増員 

 

 

 ④ 人事交流 

   ・国土交通省、岐阜県、揖斐川町との人事交流を引き続き実施 

 

 

◎その他 

  ・昇格にあたっては、年功序列にとらわれず、あくまでも能力主義による適材適

所の職員を登用した。 

・異動については、職員の経験、適性、能力などを考慮した適材適所の人事配置

を行った。また、長期在課者等の配置転換等により、職員の士気高揚と組織の

活性化に努めた。 


